
2007年 2月 
 

国際シンポジウム 

「団塊世代の就業と社会参加」のご案内 
 

財団法人 統計研究会 

 

 平素は当会の事業活動に格別のご高配を賜りまして厚く御礼申し上げます。 
 
 2007年から60歳定年を迎え始める団塊世代が、日本における労働力高齢化の第一波と考
えられ、いわゆる「2007年問題」について、議論が活発になってきております。2004年6
月に高年齢者雇用安定法が改正され、65歳までの雇用延長が企業に義務化されましたが、
約700万人にも達する団塊世代を全て雇用の場で吸収することは難しいものと考えられて
います。これと同時に、既存の枠組み以外での取り組み、例えばNPO法人を介した社会参
加の可能性を模索する動きも強まっています。 
 
このような背景のもと、当研究会では、2005 年度から笹川平和財団の委託を受け、団塊
世代の定年後の就業と社会参加の可能性について、多分野の専門家による委員会を組織し

て研究を進めて参りました。 
 
 今般、その研究成果をご報告申し上げたく、下記のとおり国際シンポジウムを開催する

運びとなりました。団塊世代が多様な選択肢の中から、彼らの豊富な経験を活かせる就業

や社会参加の場を選べるような社会のモデルを提示するとともに、中国、韓国から講師を

招き、両国の高齢者の雇用と社会参加の実情についてもご報告いただくことにしておりま

す。 
 
 つきましては、このシンポジウムに是非ともご出席賜りたく、ご案内申し上げます。 
 
 
 

【本件に関するお問い合わせ】 

                              財団法人 統計研究会  
                                                    担当：岩崎・村本 

                                                   〒105-0004 東京都港区新橋 1-18-16  
                                                            日本生命新橋ビル 7F 

TEL:03-3591-8496 FAX:03-3595-2220 
                                               e-mail: dankai-sympo@isr.or.jp 



国際シンポジウム「団塊世代の就業と社会参加」 
 
  
 いよいよ本年より、団塊世代が 60 歳定年を迎えます。2004 年 6 月に高年齢者雇用安定法が改正さ

れ、65 歳までの雇用延長が企業に義務化されましたが、約 700 万人にも達する団塊世代を全て雇用の

場で吸収することは難しいと考えられています。また、雇用や就業以外の場で団塊世代を活用しようとい

う試みもなされています。いったい団塊世代は、60 歳定年後、果たしてどこへ行くのでしょうか。統計研

究会では、笹川平和財団の委託を受け、定年後の団塊世代の就業と社会参加について多数の専門

家による委員会を組織し、調査を進めてまいりました。当シンポジウムでは、その調査結果を発表すると

共に、定年後の団塊世代の働き方・生き方の様々な可能性について皆様方と一緒に考えていきます。 
 

 

日 時 ： ２００７年３月２日（金）１４：００～１８：００、１８:３０より懇親会 

場 所 ： 日本財団ビル2F 大会議室1・2（港区赤坂1-2-2） 

主 催 ： 財団法人 統計研究会 

後 援 ： NPO 法人 地域創造ネットワーク・ジャパン 

社団法人 長寿社会文化協会、NPO 事業サポートセンター 

参加費 ： 無 料 
 

 
 プログラム 
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宮川 公男 団塊世代の就業と社会参加に関する調査研究委員会委員長 
（（財）統計研究会理事長）  

Ⅱ . 研究会報告 
〈報告 1〉「団塊世代の社会参加の現状と展望」 14:10-14:40 

 上林 千恵子 団塊世代の就業と社会参加に関する調査研究委員会委員 
（法政大学社会学部教授）  

〈報告 2〉「団塊世代の就業と社会参加に関する報告と提言」 14:40-15:10 
伊藤 実 団塊世代の就業と社会参加に関する調査研究委員会主査 
（労働政策研究・研修機構統括研究員）  

〈コメント〉「団塊世代問題研究会報告と提言に対するコメント」 15:10-15:30 
鈴木 宏昌 （早稲田大学大学院商学研究科教授）   

～休 憩～ 
Ⅲ . 海外事情報告（英語／同時通訳） 
〈報告 3〉「中国の高齢者雇用と社会参加の実情について」 15:50-16:20 

  都陽（中国社会科学院人口問題研究所教授） 
〈報告 4〉「韓国の高齢者雇用と社会参加の実情について」 16:20-16:50 
張芝延（韓国労働研究院研究員）  

〈報告 5〉「EUの高齢者雇用政策について」 16:50-17:20 
 濱口 桂一郎（政策研究大学院大学教授） 
 
Ⅳ . 総合質問 17:20-17:50 
Ⅴ. 閉会挨拶 17:50-18:00 
 田淵 節也（笹川平和財団会長） 
※シンポジウム終了後、１８:３０より「懇親会」を予定しておりますので、是非ご参加ください。 
※講演者及び内容は予告なく変更する場合がございます。ご了承下さい。 



◆ 申し込み方法： 
下記返信票にて、ファックス、e-mail、または郵便で、２月２３日（金）までにお申し込
み下さい。折り返し参加証をお送り致しますので、当日受付までお持ち下さい。 
なお、お申し込み多数の場合は、先着200名までとさせていただきますのでご了承下さい。   
◆問い合わせ及び連絡先：財団法人 統計研究会 〔担当：岩崎・村本〕  
〒105-0004 東京都港区新橋 1-18-16 日生ビル７Ｆ  
Tel: 03-3591-8496   Fax: 03-3595-2220 E-mail: dankai-sympo@isr.or.jp 
                                                   
 
統計研究会 村本 行き 
FAX：０３－３５９５－２２２０ 
 

国際シンポジウム「団塊世代の就業と社会参加」 
参 加 申 込 書 

お名前 
 

 

ご所属、お役職 
 

参加証送付先 
ご住所 

 
 
（〒      ） 
 
 

ご連絡先 TEL：            E-mail： 
 

どちらかに○をおつけくださ

 
18:30からの懇親会に 

     参加     不参加 い 
 

《会場》日本財団ビル2F 大会議室1・2 
〒107-8523 東京都港区赤坂1-2-2 日本財団ビル2階 
■TEL:03-6229-5400（代表）■FAX: 03-6229-5470 

 
交通案内： ●東京メトロ千代田線・丸の内線 国会議事堂前駅 出口3下車 

●東京メトロ南北線・銀座線 溜池山王駅 出口9下車 
●東京メトロ銀座線 虎ノ門駅 出口3下車 


